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第８章 目標値の設定と進行管理 

８－１ 数値目標 

（１）目標設定の考え方 

本計画に基づくまちづくりの効果を客観的に評価する目標値を設定します。  
目標値は、都市づくりの基本方針をふまえたものとし、定量的な目標値と目標値の

達成により期待される効果について設定します。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■都市づくりの基本方針と数値目標の関係 

 

 

 

  

方針① 都市核における、都市機能の

充実した市街地の形成 

方針② 旧城下町等の中心市街地にお

ける、「21 世紀型城下町」の

創造 

方針③ 地域核における、利便性の高

い市街地の形成 

方針④ 安心して生活できる居住環境

の形成 

方針⑤ 充実した公共交通環境の構築 

都市機能の充実した市街地の形成に関

する数値目標 

旧城下町周辺における人口の増加に関

する数値目標 

公共交通の充実に関する数値目標 

【都市づくりの基本方針】 【数値目標】 
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（２）数値目標 

１）都市機能の充実した市街地の形成に関する数値目標 

定量的な目標指標 設定の考え方 現況値 
目標値 

2030 年 

都市機能誘導区域

内における商業施

設（1,000 ㎡以上）

の店舗面積の割合 

拠点としての求心力を維持してい

くために、市全体の商業施設

（1,000 ㎡以上）の店舗面積の合計

に対する都市機能誘導区域内に立

地する商業施設（1,000 ㎡以上）の

店舗面積の割合を概ね維持する。 

49.3% 

（2017（H29）年） 

50% 

居住誘導区域内の 

人口密度 

現存する都市機能の流出抑制と新

規機能の立地等を図り、生活しや

すい市街地環境を維持するため

に、居住誘導区域内の人口密度を

一定程度確保することを目指す。 

40.5 人/ha 

（43,100 人） 

（2010（H22）年） 

2030 年の推計値

より 4.8 人/ha※

の上乗せを目指

す 

40.5 人/ha 

（43,100 人） 
※現状のまま推移した場合の人口密度は 35.7 人/ha（38,000 人）と予測され、約 5,000 人の人口減少が

見込まれる。これを誘導施策等の展開により、概ね現状維持とすることを目指す。 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
期待される効果 考え方 

固定資産税収入の

維持 

 拠点としての求心力が維持され、居住誘導区域内の人口密度も一定水

準が保たれることで、中心市街地の地価の下落が抑制され、行政運営

に必要な固定資産税収入の維持が図られる。 

 

 

 

  

施策の展開により 

現状を維持 

推計では 35.7

人/ha に低下 
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２）旧城下町周辺における人口の増加に関する数値目標 

定量的な目標指標 設定の考え方 現況値 
目標値 

2030 年 

旧城下町地域の 

人口 
魅力的な「21 世紀型城下町」とし

て持続的な地域の発展のために、

旧城下町地域の人口を維持するこ

とを目指す。 

14,400 人※1 

（2010（H22）年） 

2030 年の推計値

より 2,600 人の

上乗せを目指す 

14,400 人※2 
彦根市を訪れる 

観光入込み客数 

旧城下町地域の魅力が高まり観光

客が増加する。 

320 万人/年 

（2016（H28）年） 

370 万人/年※3 

※１：彦根市歴史的風致維持向上計画における重点地区内の人口を算出 

※２：現状のまま推移した場合の人口は 11,800 人と予測され、約 2,600 人の人口減少が見込まれる。こ

れを誘導施策等の展開により、概ね現状維持とすることを目指す 

※３：彦根市都市交通マスタープランで設定している目標値 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
期待される効果 考え方 

地域経済の活性化  旧城下町地域内の人口維持、および観光入込み客数が増加することで、

まちの賑わいや魅力が向上し、歴史的風致も維持され、それに伴う経

済効果が期待される。 
 

 

３）公共交通の充実に関する数値目標 

定量的な目標指標 設定の考え方 
現況値 

2014（H26）年 

目標値 

2030 年 

公共交通利用者数 
（湖東圏域） 

自動車に過度に依存しない都市構

造の実現に向けて、公共交通を維

持するために、公共交通利用者の

増加を目指す。 

990 万人/年 1,010 万人/年※ 

※彦根市都市交通マスタープランで設定している目標値 

 
 

 

期待される効果 考え方 

公共交通のサービ

スの向上や財政負

担の軽減 

 近江鉄道や路線バス利用者数が増加することで、サービスの維持・向

上や利用の喚起、経営環境の改善につながるとともに、路線バスの増

収による財政負担の軽減が図られる。 
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推計では 11,800

人に減少 
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８－２ 計画の進行管理 

（１）進行管理の方針 
本計画は、2030 年を目標年次としていますが、これまでに形成されてきた都市構造

を適切に見直していくためには、さらに長期的な取組みが必要です。 

そのためには、以下に示す PDCA サイクルの考え方に基づいて、計画の進捗を定期

的に評価し、社会情勢の変化や上位関連計画の見直し等を踏まえて、適宜見直しを行

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）進行管理の体制 
「彦根市都市再生協議会」において、毎年施策の進行を確認していくとともに、お

おむね 5年ごとに施策や事業の実施状況について評価し、施策の進捗状況や妥当性を

精査、検討します。その結果を踏まえ、施策の見直しや充実等を行うとともに、必要

に応じて計画の改善を図ります。 

 

 

計 画（Plan） 実 行（Do） 

改 善（Action） 評 価（Check） 


